
 

 
平成18年3月期 個別財務諸表の概要 平成18年5月15日

上場会社名 石川島建材工業株式会社 上場取引所 東

コード番号  5276 本社所在都道府県 東京都

(URL　http://www.ikk.co.jp)

代　　表　　者　役職名 代表取締役社長 氏名　藤本　幸男

問合せ先責任者　役職名
常務取締役
財務部部長

氏名　窪田　利通 ＴＥＬ　　（03）　5221　－　7211

決算取締役会開催日 平成18年5月15日 中間配当制度の有無 有

配当支払開始予定日 平成18年6月29日 定時株主総会開催日 平成18年6月28日

単元株制度採用の有無 有（１単元　1,000株）

１．平成18年3月期の業績（平成17年4月1日～平成18年3月31日）

(1）経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

売上高 営業利益 経常利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年3月期 20,813 △13.9 1 △99.7 451 △20.1

17年3月期 24,172 9.8 422 △4.2 565 △4.3

当期純利益
１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

18年3月期 187 △36.5 9 03  － 1.6 1.9 2.2

17年3月期 294 1.1 13 82  － 2.6 2.1 2.3

（注）①期中平均株式数 18年3月期 20,712,825株 17年3月期 20,722,891株
②会計処理の方法の変更 有
③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。

(2）配当状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

１株当たり年間配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
株主資本
配当率中間 期末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

18年3月期 8 00 4 00 4 00 166 88.6 1.5

17年3月期 8 00 4 00 4 00 166 57.9 1.5

 

(3）財政状態　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）記載金額は百万円未満を四捨五入して表示しております。

総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円 銭

18年3月期 21,281 11,389 53.5 549 94

17年3月期 25,679 11,377 44.3 548 75

（注）①期末発行済株式数 18年3月期 20,709,169株 17年3月期 20,717,804株 
②期末自己株式数 18年3月期 36,831株 17年3月期 28,196株

２．平成19年3月期の業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日）  

売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

中間 期末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 5,900 △390 △240 0 00 　― 　―

通　期 17,800 120 80 　― 2 00 2 00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　　3円86銭

※　上記の業績予想の前提条件その他の関連する事項は、「3.経営成績及び財政状態」をご参照ください。
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６．個別財務諸表等
(1）貸借対照表

  
前事業年度

(平成17年３月31日)
当事業年度

(平成18年３月31日)
対前年比

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

増減
（千円）

（資産の部）         

Ⅰ　流動資産         

１　現金及び預金   565,593   504,630  △60,963

２　受取手形 ※1  2,028,870   1,521,342  △507,528

３　売掛金 ※1  9,781,883   7,717,380  △2,064,503

４　製品   3,312,023   2,050,706  △1,261,317

５　原材料・貯蔵品   37,270   42,389  5,119

６　仕掛品   797,539   44,573  △752,966

７　半成工事   1,018,855   585,681  △433,174

８　前払費用   2,408   24,827  22,419

９　短期貸付金   100,000   1,800,000  1,700,000

10　未収入金   99,991   179,891  79,900

11　繰延税金資産   124,727   61,759  △62,968

12　その他   19,381   12,787  △6,594

13　貸倒引当金   △357   △2,518  △2,161

流動資産合計   17,888,183 69.7  14,543,447 68.3 △3,344,736

Ⅱ　固定資産         

(1) 有形固定資産         

１　建物 ※2 464,866   90,683    

減価償却累計額  △235,294 229,572  △63,304 27,379  △202,193

２　構築物  370,677   76,214    

減価償却累計額  △303,904 66,773  △65,328 10,886  △55,887

３　機械及び装置  1,224,653   828,265    

減価償却累計額  △1,108,183 116,470  △794,092 34,173  △82,297

４　車輛運搬具  3,495   3,495    

減価償却累計額  △2,929 566  △3,127 368  △198

５　工具・器具及び備
品

 359,727   337,792    

減価償却累計額  △327,709 32,018  △321,074 16,718  △15,300

６　土地 ※2  1,187,682   257,951  △929,731

有形固定資産合計   1,633,081 6.3  347,475 1.6 △1,285,606
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前事業年度

(平成17年３月31日)
当事業年度

(平成18年３月31日)
対前年比

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

増減
（千円）

(2) 無形固定資産         

１　営業権   ―   120,000  120,000

 ２　借地権   15,585   14,421  △1,164

３　電話加入権   7,400   7,400  ―

４　ソフトウェア   50,957   40,978  △9,979

５　その他   6,116   929  △5,187

無形固定資産合計   80,058 0.3  183,728 0.9 103,670

(3) 投資その他の資産         

１　投資有価証券   176,922   167,590  △9,332

２　関係会社株式   4,998,541   4,998,541  ―

３　出資金   74,429   49,429  △25,000

４　従業員長期貸付金   11,140   10,900  △240

５　敷金・保証金   253,654   227,404  △26,250

６　破産債権等   6,998   3,013  △3,985

７　長期前払費用   3,585   4,492  907

８　繰延税金資産   559,569   747,897  188,328

９　その他   ―   172  172

10　貸倒引当金   △6,998   △3,013  3,985

投資その他の
資産合計

  6,077,840 23.7  6,206,425 29.2 128,585

固定資産合計   7,790,979 30.3  6,737,628 31.7 △1,053,351

資産合計   25,679,162 100.0  21,281,075 100.0 △4,398,087

（負債の部）         

Ⅰ　流動負債         

１　支払手形 ※1  3,621,181   1,644,295  △1,976,886

２　買掛金 ※1  5,719,215   4,196,147  △1,523,068

３　短期借入金   2,100,000   900,000  △1,200,000

４　１年以内返済予定の
長期借入金

※2  133,520   192,000  58,480

５　未払金   129,917   256,078  126,161

６　未払法人税等   131,971   17,079  △114,892

７　未払費用   12,928   5,152  △7,776

８　前受金   29,466   338,311  308,845

９　預り金   14,215   9,137  △5,078

10　前受収益   4,615   1,431  △3,184

11　賞与引当金   137,000   75,000  △62,000

12　受注工事損失引当金   112,000   ―  △112,000

13　その他   43   2,858  2,815

流動負債合計   12,146,071 47.3  7,637,488 35.9 △4,508,583
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前事業年度

(平成17年３月31日)
当事業年度

(平成18年３月31日)
対前年比

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

増減
（千円）

Ⅱ　固定負債         

１　長期借入金 ※2  750,000   789,000  39,000

２　退職給付引当金 ※6  1,344,748   1,414,530  69,782

３　役員退職慰労引当金   61,350   49,330  △12,020

 ４　その他   ―   1,957  1,957

固定負債合計   2,156,098 8.4  2,254,817 10.6 98,719

負債合計   14,302,169 55.7  9,892,305 46.5 △4,409,864

（資本の部）         

Ⅰ　資本金 ※3  1,665,000 6.5  1,665,000 7.8 ―

Ⅱ　資本剰余金         

１　資本準備金  1,005,000   1,005,000    

資本剰余金合計   1,005,000 3.9  1,005,000 4.7 ―

Ⅲ　利益剰余金         

１　利益準備金  369,077   369,077    

２　任意積立金         

別途積立金  6,745,000   6,745,000    

３　当期未処分利益  1,567,023   1,580,295    

利益剰余金合計   8,681,100 33.8  8,694,372 40.9 13,272

Ⅳ　その他有価証券評価差
額金

  34,457 0.1  35,838 0.2 1,381

Ⅴ　自己株式 ※4  △8,564 △0.0  △11,440 △0.1 △2,876

資本合計   11,376,993 44.3  11,388,770 53.5 11,777

負債・資本合計   25,679,162 100.0  21,281,075 100.0 △4,398,087
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(2）損益計算書

  
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

増減
（千円）

Ⅰ　売上高 ※1  24,171,804 100.0  20,812,504 100.0 △3,359,300

Ⅱ　売上原価         

１　製品期首たな卸高  3,276,396   3,312,023    

２　当期製品製造原価及び
半成工事完成高

 21,465,551   17,407,721    

合計  24,741,947   20,719,744    

３　製品期末たな卸高  3,312,023 21,429,924 88.7 2,050,706 18,669,038 89.7 △2,760,886

売上総利益   2,741,880 11.3  2,143,466 10.3 △598,414

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※2        

１　販売費  1,486,329   1,355,897    

２　一般管理費  833,794 2,320,123 9.6 786,264 2,142,161 10.3 △177,962

営業利益   421,757 1.7  1,305 0.0 △420,452

Ⅳ　営業外収益         

１　受取利息  2,160   2,804    

２　受取配当金 ※3 141,148   457,803    

３　設備賃貸収入 ※4 60,160   37,764    

４　受取保険金  5,114   2,776    

５　その他  33,473 242,055 1.0 13,212 514,359 2.5 272,304

Ⅴ　営業外費用         

１　支払利息  28,904   29,957    

２　賃貸設備諸費用  47,723   27,853    

３　その他  21,770 98,397 0.4 6,361 64,171 0.3 △34,226

経常利益   565,415 2.3  451,493 2.2 △113,922

Ⅵ　特別利益         

１　固定資産売却益  ─ ─  123,452    

２　投資有価証券売却益  ─ ─  54,682 178,134 0.8 178,134

Ⅶ　特別損失         

１　減損損失 ※6 ―   524,803    

２　支店移転費用  ―   17,083    

３　固定資産廃却損  ―   9,504    

４　受注工事損失引当金
　　繰入額

 77,000   ―    

５　事業再構築損 ※5 48,343   ―    

６　ゴルフ会員権売却損  14,333   7,500    

７　ゴルフ会員権評価損  12,504 152,180 0.6 ― 558,890 2.7 406,710

税引前当期純利益   413,235 1.7  70,737 0.3 △342,498

法人税、住民税
及び事業税

 147,000   10,000    

法人税等調整額  △28,181 118,819 0.5 △126,307 △116,307 △0.6 △235,126

当期純利益   294,416 1.2  187,044 0.9 △107,372

前期繰越利益   1,355,501   1,476,100  120,599

中間配当額   82,894   82,849  △45

当期未処分利益   1,567,023   1,580,295  13,272
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(3）利益処分案

  
前事業年度

(平成17年6月28日)
当事業年度

(平成18年6月28日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　当期未処分利益   1,567,023  1,580,295

Ⅱ　利益処分額      

１　配当金  82,871  82,837  

２　役員賞与金
(うち監査役賞与金)

 
8,052
(1,750)

90,923
－
 

82,837

Ⅲ　次期繰越利益   1,476,100  1,497,458

      

　（注）　日付は株主総会承認日及び予定日であります。
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

①　時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時

価法

(評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法

により算定)

(2) その他有価証券

①　時価のあるもの

同左

②　時価のないもの

移動平均法による原価法

②　時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

  

(1) 製品 個別法による原価法 同左

(2) 原材料・貯蔵品 移動平均法による低価法 同左

(3) 仕掛品 個別法による原価法 同左

(4) 半成工事 個別法による原価法 同左

３　固定資産の減価償却の方法   

(1) 有形固定資産 定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降取得した建

物(建物附属設備を除く)については、定額

法によっております。

なお、耐用年数については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によっております。

定率法によっております。

ただし、平成10年４月１日以降取得した建

物(建物附属設備を除く)については、定額

法によっております。

なお、主な耐用年数は、以下の通りであり

ます。

　　　建物　　　　　　　　15～31年

　　　構築物　　　　　　　15～40年

　　　機械装置　　　　　　 4～12年

　　　工具・器具・備品　　　2～6年

(2) 無形固定資産 定額法によっております。

ただし、ソフトウェア(自社利用分)につい

ては、社内における利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっております。

なお、耐用年数については、法人税法に規

定する方法と同一の基準によっております。

定額法によっております。

ただし、ソフトウェア(自社利用分)につい

ては、社内における利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっております。

４　引当金の計上基準   

(1) 貸倒引当金 債権に対する貸倒損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率法により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

同左

(2) 賞与引当金 従業員の賞与の支払に備えるため、支給見

込額を計上しております。

同左

(3) 受注工事損失引当金 期末において見込まれる未引渡し工事の損

失発生に備えるため、当該見込額を計上し

ております。

期末において見込まれる未引渡し工事の損

失発生に備えるため、当該見込額を計上し

ております。

(追加情報)

当期から、期末において見込まれる未引渡

し工事の損失発生に備えるため、当該見込

額を受注工事損失引当金に計上しておりま

す。

この結果、従来の方法によった場合と比較

して、営業利益及び経常利益は、35,000千

円減少し、税引前当期純利益は112,000千

円減少しております。
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項目
前事業年度

（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(4) 退職給付引当金 従業員の退職金の支払に備えるため、退職

給付債務の見込額に基づき、当期末におい

て発生していると認められる額を計上して

おります。数理計算上の差異については、

その発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(５年)による定額法により、

翌期から費用処理しております。

同左

(5) 役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支払に備えるため、内

規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。

同左

５　リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっております。

同左

６　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっており、未払消費税等

は流動負債の未払金に含めて表示して

おります。

(1) 消費税等の会計処理

同左

会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

従来、販売費及び一般管理費に計上していた販売手数料、

セグメントに係る納入運搬費及び客先検査費を当期より売

上原価に計上することに変更いたしました。

この変更は、当社の販売手数料、セグメントに係る納入運

搬費及び客先検査費は工事ごとに個別に発生し、内部利益

管理は売上高から製品原価及び上記費用を控除した利益を

用いているため、新会計システム導入を機に内部管理目的

の利益と財務諸表の売上総利益を一致させ、利益管理の効

率化を図るため行ったものです。

この変更により、従来の方法に比べ、売上原価が1,169,445

千円増加し、販売費及び一般管理費が同額減少しておりま

す。

     　　　　　　　 ──────

     　　　　　　　 ────── （固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」（「固

定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企

業会計審議会　平成14年8月9日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第6

号　平成15年10月31日）を適用しております。

　これにより、税引前当期純利益は、524,803千円減少し

ております。

　なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則に基づき各資産の金額から直接控除しております。
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表示方法の変更

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

(貸借対照表関係)

「投資その他の資産」の「ゴルフ会員権」は「出資金」に

含めて表示しています。なお、当期の「出資金」の内、ゴ

ルフ会員権は71,019千円であります。

 

     　　　　　　　 ──────

(損益計算書関係)

前期まで「特別損失」の「その他」に含まれていた「ゴル

フ会員権売却損」は区分掲記することとしました。なお、

前期の「その他」には4,786千円が含まれております。

 

     　　　　　　　 ──────

追加情報

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第９

号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日以

後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入された

ことに伴い、当事業年度から「法人事業税における外形標

準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱

い」(平成16年２月13日　企業会計基準委員会　実務対応

報告12号)に従い法人事業税の「付加価値割」及び「資本

割」については、「販売費及び一般管理費」に計上してお

ります。この結果、「販売費及び一般管理費」が15,000千

円増加し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が

15,000千円減少しております。

     　　　　　　　 ──────
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年３月31日)

※１　関係会社に対する主な資産・負債

区分掲記した以外の科目に含まれているものは次の

とおりであります。

受取手形 ─千円

売掛金 1,240,088千円

支払手形 278,375千円

買掛金 2,916,410千円

※１　関係会社に対する主な資産・負債

区分掲記した以外の科目に含まれているものは次の

とおりであります。

売掛金 262,526千円

支払手形 287,630千円

買掛金 614,427千円

※２　担保資産及び担保付債務

担保に提供している資産は次のとおりであります。

土地 492,273千円

建物 200,509千円

計 692,782千円

※２　担保資産及び担保付債務

担保に提供している資産は次のとおりであります。

土地 257,117千円

建物 0千円

計 257,117千円

担保付債務は次のとおりであります。

１年以内返済予定の

長期借入金
100,000千円

長期借入金 450,000千円

計 550,000千円

担保付債務は次のとおりであります。

１年以内返済予定の

長期借入金
100,000千円

長期借入金 350,000千円

計 450,000千円

※３　授権株式数 普通株式 59,000千株

発行済株式総数 普通株式 20,746千株

※３　授権株式数 普通株式 59,000千株

発行済株式総数 普通株式 20,746千株

※４　自己株式

当社が保有する自己株式の数は、普通株式28,196株

(単元未満株式を含む)であります。

※４　自己株式

当社が保有する自己株式の数は、普通株式36,831株

(単元未満株式を含む)であります。

　５　偶発債務

従業員の金融機関借入金に対する保証債務

従業員(住宅資金) 6,158千円

　５　偶発債務

従業員の金融機関借入金に対する保証債務

従業員(住宅資金) 19,525千円

※６　親会社より移籍した従業員の退職金負担については、

親会社における勤続年数を当社において通算し、退

職時に親会社が移籍時要支給額を負担することに

なっております。当期末の当該金額は、106,980千

円であります。

※６　親会社より移籍した従業員の退職金負担については、

親会社における勤続年数を当社において通算し、退

職時に親会社が移籍時要支給額を負担することに

なっております。当期末の当該金額は、119,392千

円であります。

　７　商法施行規則第124条第３号に規定されている純資

産額は34,457千円であります。

　７　商法施行規則第124条第３号に規定されている純資

産額は35,838千円であります。
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

※１　売上高には関係会社へのものが4,358,895千円含ま

れております。

※１　売上高には関係会社へのものが2,098,154千円含ま

れております。

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

従業員給与・手当 880,135千円

運搬費 11,777千円

営業見積費用 243,683千円

賃借料 297,797千円

旅費交通費 92,803千円

研究開発費 142,098千円

減価償却費 52,620千円

賞与引当金繰入額 100,421千円

退職給付引当金繰入額 109,425千円

役員退職慰労引当金繰入額 20,880千円

貸倒引当金繰入額 1,577千円

※２　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

従業員給与・手当 873,162千円

営業見積費用 220,059千円

賃借料 234,623千円

旅費交通費 100,744千円

研究開発費 148,490千円

減価償却費 62,788千円

賞与引当金繰入額 57,300千円

退職給付引当金繰入額 119,657千円

役員退職慰労引当金繰入額 11,580千円

貸倒引当金繰入額 2,161千円

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は142,098千円であります。

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

は148,490千円であります。

※３　受取配当金には関係会社からのものが140,324千円

含まれております。

※３　受取配当金には関係会社からのものが456,925千円

含まれております。

※４　設備賃貸収入は、全額関係会社からのものでありま

す。

※４　設備賃貸収入は、全額関係会社からのものでありま

す。

※５　主として自走式駐車場及び貯水槽事業に係わるたな

卸資産評価損であります。

※５　              ──────

※６　　　　　　　 ──────

 

※６　減損損失

　　　当事業年度において、当社は以下の資産グループ

　　　について減損損失を計上しました。　　　

　　　　　　　　　　　　　      　（単位 : 千円）

場　所 用　途 減損損失

 土木・建築事業

本部における製

造現場（兵庫県

揖保郡他）

 工事用機材等 58,686

 潮来工場（茨城

県潮来市）
 売却予定資産 336,689

 高萩工場（茨城

県高萩市）
 遊休資産 129,428
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前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

　　当社は、事業本部別管理会計区分をグルーピングの単

位としています。ただし、売却予定資産及び遊休資産は、

個別の資産グループとして取り扱っています。

　当社の土木・建築事業本部における製造現場につきま

しては営業活動から生じる損益が継続してマイナスであ

るため、固定資産及びリース資産の帳簿価額について回

収可能価額まで減損し、当該減少額を減損損失に計上し

ました。売却予定資産につきましては、売却が決定しま

したので、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減

少額を減損損失に計上しました。遊休資産につきまして

は地価が大幅に下落していましたので帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失に計上しまし

た。

 場所ごとの減損損失の内訳は、土木・建築事業本部にお

ける製造現場は機械・装置34,471千円、工具・器具・備

品12,821千円、その他11,394千円、売却予定資産は土地

334,575千円、その他2,114千円、遊休資産は土地20,337

千円、建物100,501千円、その他8,590千円であります。

　なお回収可能価額は、正味売却価額により測定してお

り、土木・建築事業本部における製造現場については零

として評価し、売却予定資産については売却価額により

評価し、遊休資産については不動産鑑定士による鑑定評

価額を基礎として評価しております。
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　　①　リース取引

 　　EDINETによる開示を行うため記載を省略しております。

②　有価証券

前事業年度(平成18年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

当事業年度(平成18年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。

③　税効果会計

前事業年度
(平成17年３月31日)

当事業年度
(平成18年3月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

(繰延税金資産)  

退職給付引当金繰入超過額 529,700千円

役員退職慰労引当金 24,963千円

賞与引当金 55,745千円

貸倒引当金繰入超過額 1,277千円

貸倒損失 7,947千円

未払事業税・事業所税 16,770千円

資産評価損 85,008千円

受注工事損失引当金 45,573千円

その他 6,902千円

 ― 

繰越欠損金 －千円

繰延税金資産小計 773,885千円

評価性引当額 △65,949千円

繰延税金資産合計 707,936千円

(繰延税金負債)  

その他有価証券評価差額金 △23,640千円

繰延税金負債合計 △23,640千円

繰延税金資産の純額 684,296千円

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

(繰延税金資産)  

退職給付引当金繰入超過額 575,572千円

役員退職慰労引当金 20,072千円

賞与引当金 30,518千円

貸倒引当金繰入超過額 520千円

貸倒損失 7,947千円

未払事業税・事業所税 4,318千円

資産評価損 72,237千円

受注工事損失引当金 －千円

減損損失 68,333千円

その他 4,034千円

繰越欠損金 127,618千円

繰延税金資産小計 911,169千円

評価性引当額 △76,927千円

繰延税金資産合計 834,242千円

(繰延税金負債)  

その他有価証券評価差額金 △24,586千円

繰延税金負債合計 △24,586千円

繰延税金資産の純額 809,656千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない

項目
4.83％

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目
△13.37％

住民税均等割 2.31％

評価性引当額の増減 0.71％

試験研究費・IT投資特別控除 △5.93％

その他 △0.49％

税効果会計適用後の法人税等の負担

率
28.75％

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.69％

(調整)  

交際費等永久に損金に算入されない

項目
29.34％

受取配当金等永久に益金に算入され

ない項目
△260.70％

住民税均等割 13.51％

評価性引当額の増減 15.52％

試験研究費・IT投資特別控除 －％

その他 △2.78％

税効果会計適用後の法人税等の負担

率
△164.42％
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

１株当たり純資産額 548円75銭

１株当たり当期純利益 13円82銭

１株当たり純資産額 549円94銭

１株当たり当期純利益 9円03銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式がないため、記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額について

は、潜在株式がないため、記載しておりません。

　（注）　１株当たり当期純利益の算定上の基礎

項目
前事業年度

(自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日)

当事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

損益計算上の当期純利益(千円) 294,416 187,044

普通株式に係る当期純利益(千円) 286,364 187,044

普通株主に帰属しない金額(千円) 8,052 －

(うち利益処分による役員賞与金(千円)) 8,052 －

普通株式の期中平均株数(千株) 20,723 20,713

（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成16年４月１日
至　平成17年３月31日）

当事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当社は、平成17年４月28日開催の取締役会において、当社

と関東セグメント株式会社が所有するスチールセグメント

及びコンクリートセグメント部材の製造工場としていた潮

来工場(茨城県潮来市)の土地及び建物等について、関東セ

グメント株式会社の本社・麻生工場及び麻生分工場に生産

を集約し、生産効率の向上による収益力の強化を図るため、

丸一鋼管株式会社に譲渡することを決議し、平成17年５月

９日に契約書を締結いたしました。

なお、物件の引渡しは、平成17年９月28日の予定です。

 (単位　百万円)

所有者 譲渡する資産 譲渡価額
帳簿価額

(H17.３.31現在)

当社 土地・構築物 360 700

関東セグメント
株式会社

土地・建物他 580 590

合計 940 1,290

     　　　　　　　 ──────
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７．品種別受注高・売上高・受注残高
品種別受注高

品　　種

前　　期
（平成16.４.１～17.３.31）

当　　期
（平成17.４.１～18.３.31）

前年比増減率

金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％）

鉄道・道路用資材 6,168,802 30.4 689,047 4.0 △88.8

導管用資材 7,484,700 36.8 8,489,537 49.4 13.4

タンク用資材 826,656 4.1 798,159 4.7 △3.4

建築工事 5,026,024 24.7 6,703,475 39.0 33.4

その他 808,677 4.0 490,956 2.9 △39.3

合　　計 20,314,859 100.0 17,171,174 100.0 △15.5

品種別売上高

品　　種

前　　期
（平成16.４.１～17.３.31）

当　　期
（平成17.４.１～18.３.31）

前年比増減率

金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％）

鉄道・道路用資材 7,938,262 32.8 6,418,048 30.9 △19.2

導管用資材 10,166,440 42.1 7,560,429 36.3 △25.6

タンク用資材 843,036 3.5 791,359 3.8 △6.1

建築工事 4,532,024 18.7 5,268,476 25.3 16.2

その他 692,042 2.9 774,192 3.7 11.9

合　　計 24,171,804 100.0 20,812,504 100.0 △13.9

品種別受注残高

品　　種

前　　期
（平成17年３月31日）

当　　期
（平成18年３月31日）

前年比増減率

金額（千円） 構成比（％） 金額（千円） 構成比（％）

鉄道・道路用資材 6,365,852 36.5 636,851 4.6 △90.0

導管用資材 7,370,093 42.2 8,299,201 60.1 12.6

タンク用資材 1,600 0.0 8,400 0.0 425.0

建築工事 3,256,000 18.7 4,691,000 34.0 44.1

その他 458,832 2.6 175,595 1.3 △61.7

合　　計 17,452,377 100.0 13,811,047 100.0 △20.9
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８．役員の異動
１．代表者の異動

　該当事項はありません。

２．その他の役員の異動（平成18年６月28日付予定）

(1）新任取締役候補

取締役 大　関　宗　孝 （現　当社　理事セグメント事業本部副本部長
　　　兼管理部部長）

取締役 福　澤　　　勝 （現　当社　理事大阪支店支店長
　　　兼土木・建築部総括部長）

取締役 杉　本　　　亘 （現　関東セグメント株式会社　取締役）

(2）新任監査役候補

監査役 石　崎　雅　史 （現　石川島播磨重工業株式会社
経営企画部グループ経営企画グループ主査）

監査役 増　田　　　徹 （現　石川島播磨重工業株式会社
物流・鉄構事業本部
管理部企画管理グループ担当部長）

(3）退任予定取締役

取締役 奥　田　政　夫

取締役 大　塚　隆三郎

取締役（社外取締役） 佐久間　　　章

(4）退任予定監査役

監査役（社外監査役） 木佐森　演　行

監査役（社外監査役） 高　橋　宏　之

(5）昇格予定取締役

常務取締役 西　原　正　喜 （現　当社　取締役土木・建築事業本部本部長、
　　　全社安全担当）
 

　（注）１．新任監査役候補者石崎雅史、増田徹の両氏は社外監査役の候補者であります。

２．上記役員の異動については、平成18年３月６日に東京証券取引所において開示した内容を一部変更しており

ます。
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